
【伝送】 

基本機能 
ＩＣＴ重点化の評価軸 

備考 

技術側の視点からの評価軸 ニーズ側への貢献の視点からの評価軸 

 
技術 
領域 

①革新性 
（信頼性、省ｴﾈ性、先端
性等のインパクト） 

②基盤性 
（複数サービ
ス・システム
のコア技術） 

③実現性 
（２０２０年頃までの
実現性） 

④国際競争力強化
方策の妥当性 

⑤官民の役割分担、
連携の妥当性 

⑥社会的課題解決の貢献度 ⑦イノベーションの実
現の視点から支援・普
及の課題の明確化 

伝
送 

フ
ォ
ト
ニ
ッ
ク
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
伝
１
） 

●伝送・交換処理を光信
号のまま行うネットワ
ーク（オール光ネットワ
ーク）を実現する最先
端の技術。 

●遅延や電力ロスを減ら
し、ネットワークの大幅
な高速大容量化と低
消費電力化を同時に
実現。 

●ネットワークを構成する
ハードウェアにおいて
は、新しい材料などを
用いることで、従来技
術では不可能な、光通
信用変調デバイスの
高速化・低消費エネル
ギ ー 化 ・ 小 型 化 も 実
現。 

●ネットワー
クを支える
インフラの
高 度 化 、
ネットワー
ク を 構 成
するハード
ウェアの高
速化・低消
費 エ ネ ル
ギー化・小
型 化 を 図
る 、 ネ ッ ト
ワークを利
用 す る ほ
と ん ど の
サービス・
シ ス テ ム
の コ ア 技
術。 

●一部の要素技術に
ついては、2020 年
以前から市場展開
される見込み。 

●ネットワークを構成
するハードウェア
においては、2020
年 頃 に は 現 在 の
1/10 以下の消費
電力で動作する超
高 速 有 機 光 変 調
デバイス技術も確
立され、2020 年以
降に実用展開され
る見込み。 

●我が国は、現時点
では、毎秒 100 ギ
ガビット級の光伝
送技術について国
際標準を獲得し世
界 初 の 商 用 化 に
成功。 

●しかしながら、欧米
各国も国費を投じ
て研究開発を推進
しており、熾烈な国
際標準化、開発競
争が展開されてい
る。 

●広い分野にわたる
高 度 な 技 術 開 発
力、最新鋭の研究
開発設備等を備え
た優れた研究開発
体制に加え、ネット
ワーク全体からネ
ットワークを構成す
るハードウェアに
わたる規格化・国
際標準化に対する
取組も求められる
ことから、民間の
事 業 者 や 通 信 機
器メーカー、研究
開発機関が単独で
個々に取組むこと
は困難であり、国
が主導して戦略的
に研究開発を実施
す る 必 要 性 が あ
る。 

●我が国においては、ネットワ
ーク全体の年間消費電力量
を現行技術を使い続けた場
合に比べ、169 億 kWh 程度削
減できる見込み。 

●光通信網は世界中で普及して
おり、本技術により世界市場
で優位な立場となれば、高い
経済効果も見込まれる。（本
技術の適応範囲の一部であ
る光伝送システムの現在の
市場規模は年間 134 億ドル規
模）。 

●本技術の実用化に
は、実際に製品開発
を行う民間の通信機
器メーカーとの協力
が不可欠。 

●オール光ネットワー
クの実現に向け、光
伝送のさらなる高速
化や、光信号のまま
で経路やパケットの
交換を行う光統合ノ
ード技術、伸縮自在
な光帯域の割当て
技術、更にはネット
ワークを構成するハ
ー ド ウ ェ ア の 高 速
化・低消費エネルギ
ー化・小型化に関す
る技術などの確立が
必要。 

●新たな情報
通信技術戦
略  工 程 表
改 訂 版
（H23.8.3 IT
戦 略 本 部
改訂）の「我
が国の強み
を有する技
術分野の研
究 開 発 の
例 」 と し て
「新世代・光
ネ ッ ト ワ ー
ク 」 を 位 置
付け。 
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伝
送 

フ
ォ
ト
ニ
ッ
ク
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
伝
１
） 

●エネルギーロスの大き
い電気による機器内の
伝送に変わり、光によ
る伝送を行い、超低消
費電力化が期待。 

●ＩＴ機器の小型化を実
現し、ユーザビリティを
高めることで社会のＩＴ
化を進める。 

●ＬＳＩ－基板
間 か ら デ
ータセンタ
間 ま で 各
レ ベ ル で
光 伝 送 を
実 現 す る
こ と が で
き、あらゆ
る Ｉ Ｔ 機 器
に 応 用 可
能。 

●インターネット等に
活用される光通信
のほか、回路基板
上でも光を活用す
る部品が開発され
始めており、ＩＴ機
器の通信のあらゆ
る場面を光でつな
ぐ実現性は高まっ
ている。 

●光配線は将来の新
たな常識となりうる
ものであり、成果
の国際標準化を積
極的に進める必要
がある。 

●回路内の部品や設
計から、中長距離
通信ま多岐にわた
る開発を一体的に
進 め る 必 要 が あ
り、技術面でも民
間単独で取り組む
にはハードルが高
い。 

●得意とする技術を
有する企業及び大
学等による要素技
術開発が必要であ
り、国が関与・主導
する必要がある。

●要素技術開発の成
果の国際標準化に
際し国が先導する
必要がある。 

●今後ますます増加することが
予測されるＩＴ機器にかかる電
力消費を抜本的に低減するこ
とに資する。 

●将来の標準となる技術開発を
行い、ＩＴ分野における我が国
の 産 業 競 争 力 の 強 化 に 貢
献。 

●研究開発段階での
成果は知財として蓄
積するとともに、新
規のＩＴ機器の在り方
を提案するため、国
際標準化等も検討。
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伝
送 

ワ
イ
ヤ
レ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
伝
２
） 

●無線による Gbps 級の
超高速通信を実現し、
未利用周波数の開拓
に資する等、先端性を
有している。 

●衛星通信技術につい
ては、これまで困難で
あった衛星設計・打上
げ後の地上での通信
需要の変化への柔軟
な対応、地球局の小型
化や移動体への搭載
性向上、数十 Gbps レ
ベルの超高速衛星通
信が可能となる。 

● 新 た に 導
入 さ れ る
無 線 シ ス
テムに広く
応 用 さ れ
る。 

● 衛 星 通 信
技 術 に つ
いては、災
害 時 に お
ける通信、
津 波 早 期
警 戒 、 航
空機・船舶
か ら の 通
信 、 地 球
観 測 衛 星
か ら の デ
ータ伝送を
はじめとし
た 様 々 な
通 信 に 活
用される。

●無線設備の技術基
準の整備等も考慮
に入れた研究開発
を実施。 

●衛星通信技術につ
いては、2020 年ま
でに衛星実証が実
現されれば、衛星
設計・打上げ後の
地上での通信需要
の変化への柔軟な
対応、地球局の小
型 化 や 移 動 体 へ
の搭載性向上、数
十 Gbps レベルの
超 高 速 衛 星 通 信
が可能となる見込
み。 

●成果の普及・展開
を意識しながら戦
略 的 な 知 財 の 確
保、国際標準化に
取り組むことは、
成 果 の 社 会 へ の
還元、グローバル
化 へ の 対 応 の 観
点からも重要。 

●衛星通信技術につ
いては、昨年３月
に は 我 が 国 企 業
が 技 術 実 証 衛 星
の技術を活用しト
ルコの通信衛星２
基の受注に成功し
た等、実績が出て
きている。 

●我が国が得意とす
るきめ細やかなモ
ノ作りを活かし、国
際 競 争 力 の 一 層
の強化が必要。 

●周波数有効利用技
術は、希少な資源
である電波を節約
して利用すること
ができる技術であ
ることから、周波数
の割り当てを行う
国が積極的に取り
組み、希少な電波
資源を効率的に活
用して行くことが必
要。これらの技術
を活用した上で、
民間において、実
用化・製品化を図
ることが妥当。 

●衛星通信技術につ
いては、衛星の開
発・実証には長い
期間と多額のコス
トを要するという特
有のリスクが存在
することから、国が
研究開発を実施す
る必要がある。 

●携帯電話のトラフィックが年々
倍増する等、移動通信需要が
爆発的に増加する一方、割り
当てられる周波数には限りが
ある。周波数の再編や周波数
利用効率の向上に資する技
術は、これらの需要に応える
ために必要な貢献度は高い。

●衛星通信技術については、東
日本大震災において衛星通
信は被災地における通信の
確保の不可欠な存在として活
躍したところであり、災害時を
はじめとした通信需要の変化
に柔軟に対応可能となるほ
か、我が国の衛星通信事業
者や衛星メーカの海外展開へ
の寄与、船舶・航空機におけ
るブロードバンド環境の実現、
災害時等における地球観測
衛星からの高精細画像のリア
ルタイム伝送の実現による災
害対策への貢献等、様々な
社会的課題の解決の貢献度
は高い。 

●３つの課題（周波数
有効利用、周波数の
共用、高い周波数へ
の移行）が明確。 

●衛星通信技術につ
いては、衛星メーカ
が実用化を図ること
となる。実用化に向
けては、技術実証衛
星による衛星実証が
必要。 

●新たな情報
通信技術戦
略  工 程 表
改 訂 版
（H23.8.3 IT
戦 略 本 部
改訂）の「我
が国の強み
を有する技
術分野の研
究 開 発 の
例 」 と し て
「 次 世 代 ワ
イヤレス」を
位置付け。 

伝
送 

高
精
細
衛
星
放
送
（
伝
４
） 

●現行ハイビジョンの１６
倍の画素を持つ超高
精細映像を、21GHz 帯
等において狭い周波
数帯域で効率良く、か
つ、降雨減衰の影響を
低減させ安定的に放
送サービスを提供する
ことが可能。 

●Ka 帯を用
い た 伝 送
技 術 は 、
放 送 の 分
野 だ け で
なく、新た
な 周 波 数
帯 を 開 拓
す る 技 術
として通信
の 分 野 に
も応用され
る。 

●2020 年に超高精
細映像による試験
放 送 の 開 始 が 見
込まれる。 

●超高精細映像によ
る放送サービスで
利用する研究開発
は、次世代の放送
サービスとして我
が国が各国を先導
し研究開発を推進
している。 

●電波の有効利用を
図るための基礎技
術を官が実施し、
民はその方式を確
実にサービスを提
供するための送信
設備と受信機を製
造するための実用
化研究を進める。

●一方、官民連携で
放送の送信に係る
標 準 方 式 に つ い
て、技術基準を策
定し、国際標準の
獲得等必要。 

●より大画面による超高精細映
像の伝送サービスが実現し、
臨場感、実物感が得られる映
像の伝送が可能となる。 

●衛星の設計・打ち上
げ・サービス開発に
向けた技術目標まで
の到達と投資を確実
に確保するための、
計画が課題。 

 

3



伝
送 

高
圧
縮
・
低
遅
延
映
像
符
号
化

技
術
（
伝
５
） 

●H.264 映像符号化方
式に比べて 2 倍以上
の圧縮性能により、超
高精細映像を低遅延
かつ高画質に伝送す
ることが可能。 

● 超 高 精 細
画 像 が 求
め ら れ る
遠 隔 医
療 、 遠 隔
監 視 な ど
の 様 々 な
サ ー ビ ス
へ 適 用 可
能。 

●2015 年春を目途に
超高精細画像を撮
影し、記録するシ
ステム（カメラ、レ
コーダなど）の実
用化が行なわれる
予定。 

●日本はこれまで映
像 符 号 化 技 術 に
関 す る 標 準 化 活
動・装置開発に貢
献しており、超高
精 細 映 像 の 符 号
化については、世
界トップクラスの技
術を保有。 

●激甚災害時におけ
る被災状況をいち
早 く 把 握 す る た
め、映像情報等を
高圧縮でかつ低遅
延で伝送する技術
の開発が求めれて
おり、本技術の開
発には官民の連携
が必要。 

●激甚災害においては、消防・
防災機関等が災害現場の映
像を伝送する際、災害により
通信インフラが一部損壊し、
低速な回線しか使用できない
等などの課題があるところ、
本技術により、通信回線の輻
輳状況下等において、高精細
の映像データを短時間に伝送
することが可能。 

●現在、通信事業者、
放送事業者、メーカ
ーなどにより ITU-T 
と ISO/IEC において
2013 年初頭の規格
化完了を目指して標
準化作業が進めら
れている次世代の
映像符号化方式（Ｈ
ＥＶＣ方式）の研究開
発 が 進 め ら れて い
る。 

 

伝
送 

災
害
に
強
い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

（
伝
６
） 

●大規模災害時におい
ても、ネットワークの相
互連携を可能とし、信
頼性を高める。 

●衛星通信技術につい
ては、地上系通信イン
フラが地震・津波等で
損 壊 し た 場 合 に 、
VSAT を速やかに運用
可能とし、ニーズに応
じた回線確保を円滑に
図る。 

●ネットワー
ク の 相 互
連 携 等 を
可 能 と す
るものであ
り、通信イ
ンフラの耐
災 害 性 を
高めるコア
技術。 

●2014 年頃 には、
『災害時に損壊状
況 を 即 座 に 把 握
し、生き残った通
信経路を自律的に
組み合わせて通信
を確保する技術』
について一部実用
化される見込み。

●2016 年頃 には、
『災害時に有効な
衛星通信ネットワ
ーク技術』等につ
いて一部実用化さ
れる見込み。 

●我が国と同様の課
題を抱える諸外国
に先駆けて、本技
術を確立すること
は重要。 

●衛星通信について
は、我が国は、東
日 本 大 震 災 の 実
際の経験と教訓を
活かした災害時に
有効な通信システ
ムを開発可能な立
場にあり、海外展
開を図るため、国
際 競 争 力 の 一 層
の強化が必要。 

●大規模災害時にお
いても確実に通信
インフラが利用で
きるようにするため
の技術であり、国
が主導して研究開
発を実施した上、
民間においてその
研究開発を活用し
た実用化を図るこ
とが妥当。 

●東日本大震災の教訓を踏ま
え、被災地での余震・高潮に
よる新たな災害発生や、懸念
が高まっている首都圏直下型
地震や東南海地震等の大規
模災害に対処する技術であ
り、大規模災害時における通
信インフラの保全により、国民
の安心安全の確保という強い
ニーズに貢献。 

●研究開発した技術の
実用化には、開発し
た機能について、平
時にも安価に利用出
来るよう、導入コスト
を 下 げ る 必 要が あ
る。 

●衛星通信技術につ
いては、衛星メーカ
が実用化を図ること
となる。実用化に向
けては、ユーザの声
を聴きつつ、衛星通
信機器メーカ及び衛
星通信事業者が連
携して取り組む必要
があるが、既にユー
ザ、衛星通信機器メ
ーカ及び衛星通信
事業者が連携した研
究開発体制が立ち
上がりつつある。 

 

      ●緊急時に、モバイル
端末（スマートホン
等）から衛星へデー
タを送る向きの通信
技術を、世界でいち
早く実用化（標準化）
するとともに、衛星
の相互利用を含め
海外連携体制を確
立する。 
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伝
送 

超
高
周
波
の
利
用
技
術
（
伝
２
０
） 

●現状より 2 桁高い数十
Gbit/s の超高速・超大
容量性を持ち、かつ方
向制御性の高い伝送
を小型かつ低送信電
力で行える。 

●超高速・大
容 量 の 情
報 キ オ ス
ク、屋内超
高 速 大 容
量 無 線
LAN、屋外
（ ビ ル 間 ）
超 高 速 大
容 量 無 線
通 信 、
M2M 、 等
超 高 周 波
を 用 い た
様 々 な サ
ー ビ ス の
基 盤 と な
る。 

●デバイス開発の進
展予想から、2015
年ころには基盤技
術のハードウェア
レベルの実証がな
される見込み。 

●ITU-R 及び IEEE に
おいてもテラヘル
ツ波の大衆向け無
線 通 信 利 用 の 標
準化が議論されて
いるところであり、
そのスケジュール
等から 2020 年頃
には実用化される
見込み。 

●2020 年頃までに
は、ミリ波～テラヘ
ルツ帯における無
線機の電力・アン
テナ測定法、評価
法 等 の 実 現 が 見
込まれ、この周波
数帯を用いた製品
実 用 化 の 環 境 整
備が進む。 

●テラヘルツ帯に関
する計測技術や個
別 要 素 技 術 は 発
展途上であり、欧
米に於いても国家
が主体となり研究
開発を先導してい
る状況にある。そ
のため、国内に於
い て も 国 際 標 準
化・知財化も含め
て国の先導により
戦略的に推進し、
海外市場を獲得す
るべく実用化、製
品化を急ぐことが
国 際 競 争 力 の 観
点から必要。 

●ハイリスクかつ高
度な技術が求めら
れるため、民間の
みでは実施困難。

●ITU-R での周波数
割 り 当 て や
IEEE802 における
標準化とも深く関
連しているため、
官の主導のもと、
民の技術力を結集
させて効率的に研
究開発を推進する
ことが必要。 

●これまで実用化されていない
275GHz 以上の周波数帯域を
無線用途に割り当てることが
できるようになれば、多大な
電波資源を獲得でき、マイク
ロ波帯における周波数逼迫
状態を緩和・解決することが
可能。 

●本技術の実用化に
は、通信キャリア（高
速無線）や弱電メー
カ（超高周波無線）と
の協力が不可欠。 

●実用化に必要な送
受信回路技術、信号
増幅技術、アンテナ
技術の確立等、個別
要素技術の開発が
必要。 
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【蓄積】 
 

基本機能 
ＩＣＴ重点化の評価軸 

備考 
技術側の視点からの評価軸 ニーズ側への貢献の視点からの評価軸

 
技術 
領域 

①革新性 
（信頼性、省ｴﾈ性、先
端性等のインパクト） 

②基盤性 
（複数サービス・シス
テムのコア技術） 

③実現性 
（２０２０年頃までの
実現性） 

④国際競争力強化
方策の妥当性 

⑤官民の役割分担、連携
の妥当性 

⑥社会的課題解
決の貢献度 

⑦イノベーションの実
現の視点から支援・普
及の課題の明確化 

蓄
積 

大
容
量
記
録
技
術
（
蓄
２
） 

●現行ハイビジョンの１
６倍の画素を持つ超
高精細映像を効率
良く、かつ、効果的
に信号を圧縮させ、
大容量光ディスクや
ＨＤＤに記録、保存・
利 用 す る こ と が 可
能。 

●大容量情報を蓄積
する技術は、放送
の 分 野 だ け で な
く、広くネットを用
いる映像配信サー
ビス等の他の分野
にも応用される。 

●2020 年以降に見
込まれる超高精細
映像による試験放
送に用いられる。

●超高精細映像によ
る放送サービスで
利用する研究開発
は、次世代の放送
サービスとして我
が国が各国を先導
し研究開発を推進
している。 

●電波の有効利用を図る
ための基礎技術を官が
実施し、民はその方式を
確実にサービスを提供
するための送信設備と
受信機を製造するため
の 実 用 化 研 究 を 進 め
る。 

●官民連携で放送の送信
に係る標準方式につい
て、技術基準を策定し、
国際標準の獲得等が必
要。 

●より大画面によ
る 超 高 精 細 映
像 の 伝 送 サ ー
ビスが実現し、
臨場感、実物感
が得られる映像
が 蓄 積 保 存 が
可能。 

●高速かつ高信頼なス
トレージの開発のた
め新たな方式等が
必須。 

 

蓄
積 

Ｍ
２
Ｍ
、
セ
ン
サ
ー
技
術
（
蓄
４
） 

●長期無給電もしくは
エネルギーハーベス
ティングにより電源
不要なコンピュータ
を実現することで、
半永久的にどこから
何からでも情報を得
ることが可能。 

●基本原理として汎
用的な高速不揮発
メモリと、不揮発性
を前提としたＯＳ・
アーキテクチャを
開発することで、
無線で置き去りの
センサーが実現可
能。 

●要素技術となる高
速不揮発メモリは
我が国の各メーカ
が開発に取り組ん
でおり、一部の用
途から随時実用化
され始めている。 

●ＯＳ・アーキテクチ
ャについては我が
国から学会で発表
されており、基礎
的な要件は進歩し
ている。 

●不揮発性を前提と
したＯＳ・アーキテ
クチャはこれまで
になく、将来の新
たな常識となりうる
ものであり、成果
の国際標準化を積
極的に進める必要
がある。 

●本研究は、高速不揮発
メモリ、ＯＳ、アーキテク
チャと多岐にわたる開発
を一体的に進める必要
があり、技術面でも民間
単独で取り組むにはハ
ードルが高い。 

●得意とする技術を有する
企業及び大学等による
要素技術開発が必要で
あり、国が関与・主導す
ることが必要。 

●要素技術開発の成果の
国際標準化やセンシン
グにかかる制度の整備
が必要となった際に国
が先導することが必要。

●現状センシング
が 困 難 な 場 所
や 固 体 等 を 含
めあらゆる対象
から情報を得る
ことが可能。 

●長期間メンテナ
ンスフリーでセ
ンシングするこ
とでコスト低下
で き る こ と や 、
過酷な環境での
センシングを実
現。 

●要素技術として、高
速不揮発メモリの開
発とともに、不揮発
性を前提としたＯＳ・
アーキテクチャの開
発が必要。 

●給電という制約をは
ずした、様々な発想
に基づくセンシング
のアイデアを広く掘
り 起 こ す こ と が 必
要。 
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【制御】 
 

基本機能 
ＩＣＴ重点化の評価軸 

備考 
技術側の視点からの評価軸 ニーズ側への貢献の視点からの評価軸 

 
技術 
領域 

①革新性 
（信頼性、省ｴﾈ性、先
端性等のインパクト） 

②基盤性 
（複数サービス・シス
テムのコア技術） 

③実現性 
（２０２０年頃までの
実現性） 

④国際競争力強化方策
の妥当性 

⑤官民の役割分担、連携の妥
当性 

⑥社会的課題解決
の貢献度 

⑦イノベーションの実
現の視点から支援・普
及の課題の明確化 

制
御 

災
害
に
強
い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
制
御
技
術
（
制
１
） 

●従来の単一拠点内
の通信設備におい
て、固定化されてい
た音声通信処理能
力とパケット通信処
理能力の割当てを
柔軟に変更すること
が可能。 

●広域に分散した拠点
間でも通信処理能
力を融通することが
可能になることで、
通信の輻輳（大規模
な混雑）を抜本的に
緩和することが可能
となる。 

●通信処理能力の
柔軟な割当て変更
や 広 域 連携技 術
は、移動通信ネッ
トワークのみなら
ず広い分野での通
信サービスにも応
用可能。 

●2014 年頃には、
『携帯電話をはじ
めとする通信ネット
ワークの災害時の
輻輳を軽減する技
術』を一部実用化
される見込み。 

●2016 年頃には、
『大規模災害時に
被 災 地 の通信 能
力を緊急増強する
技術』等について
一部実用化される
見込み。 

●我が国と同様の課題
を抱える諸外国に先
駆けて、本技術を確立
することは重要。 

●我が国は、東日本大
震災の実際の経験と
教訓を活かした災害
時に有効な通信シス
テムを開発可能な立
場にあり、また、世界
中の通信ネットワーク
において通信混雑緩
和は早急に対応すべ
き課題となっているた
め、我が国の最先端
技術の国際競争力の
強化に取り組むことが
必要。 

●大規模災害時においても確
実に通信インフラが利用で
きるようにするための技術
であり、国が主導して研究
開発を実施した上、民間に
おいてその研究開発を活用
した実用化を図ることが必
要。 

●東日本大震災の
教訓を踏まえ、被
災地での余震・高
潮による新たな災
害発生や、懸念が
高まっている首都
圏直下型地震や
東南海地震等の
大規模災害に対
処 す る 技 術 で あ
り、大規模災害時
における通信イン
フ ラ の 保 全 に よ
り、国民の安心安
全の確保という強
いニーズに貢献。

●研究開発した技術の
実用化には、開発し
た機能について、平
時にも安価に利用出
来るよう、導入コスト
を下 げる必要が あ
る。 

●開発及び構築・運用
の段階から、実用化
を図る実施主体とし
て通信機器製造者
や通信事業者等が
関与しており、評価
環境（テストベッド）を
利用し、課題を明確
化しながら、研究開
発や実証・評価が進
められている。 
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制
御 

災
害
に
強
い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
制
御
技
術
（
制
１
） 

●長期無給電もしくは
エネルギーハーベス
ティングにより電源
不要なコンピュータ
を実現することで、
センサーを無線で置
き去りにすることが
でき、災害時にもデ
ータを取得し続ける
ことが可能。 

●基本原理として汎
用的な高速不揮発
メモリと、不揮発性
を前提としたＯＳ・
アーキテクチャを
開発することで、
無線で置き去りの
センサーが実現可
能。 

●要素技術となる高
速不揮発メモリは
我が国の各メーカ
が開発に取り組ん
でおり、一部の用
途から随時実用化
され始めている。 

●ＯＳ・アーキテクチ
ャについては我が
国から学会で発表
されており、基礎
的な要件は進歩し
ている。 

●不揮発性を前提とした
ＯＳ・アーキテクチャは
これまでになく、将来
の新たな常識となりう
るものであり、成果の
国際標準化を積極的
に進める必要がある。

●本研究は、高速不揮発メモ
リ、ＯＳ、アーキテクチャと多
岐にわたる開発を一体的に
進める必要があり、技術面
でも民間単独で取り組むに
はハードルが高い。 

●得意とする技術を有する企
業及び大学等による要素技
術開発が必要であり、国が
関与・主導する必要がある。

●要素技術開発の成果の国
際標準化やセンシングにか
かる制度の整備が必要とな
った際に国が先導する必要
がある。 

●無線で置き去りの
センサーを実現す
ることで、災害等
環境の変化が生じ
た場合にもセンシ
ングを継続し、ま
た、長期間メンテ
ナンスフリーでセ
ンシングすること
でコスト低下でき
ることや、過酷な
環境でのセンシン
グを実現。 

●要素技術として、高
速不揮発メモリの開
発とともに、不揮発
性を前提としたＯＳ・
アーキテクチャの開
発が必要。 

●給電という制約をは
ずした、様々な発想
に基づくセンシング
のアイデアを広く掘
り 起 こ す こ と が 必
要。 

 

制
御 

放
送
・
通
信
連
携
の
オ
ー
プ
ン
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

技
術
（
制
２
） 

●従来のテレビでは実
現できなかった、コ
ンテンツやアプリケ
ーションの連携、及
びデバイスの連携を
可能とする放送・通
信が連携した新しい
オープンなプラットフ
ォ ー ム を 構 築 で き
る。 

●スマート TV の核と
なる放送通信連携
基 盤 技 術 及 び 多
様な端末に導入可
能な次世代ブラウ
ザ技術は、放送と
通信の連携を可能
とする多様なサー
ビスの基盤となる
ことが期待される。

●ウェブ技術の標準
化団体である W3C
における次世代ブ
ラウザでの放送と
通信の連携に関す
る標準化に主要企
業が参画している
とともに、2013 年
を目途に放送通信
連 携 を 実 現 す る
Hybridcast の実用
化がなされる予定
になっている。 

●我が国がデータ放送
で培った放送と通信の
連携に関する技術・ユ
ースケース等の優位
性を活かした国際標
準化を図り、放送・通
信が連携するオープン
なプラットフォームを構
築することにより、放
送・通信の連携する多
様な端末、コンテンツ
等の国際的な展開が
可能。 

●放送と通信に関する広範な
産業に影響を与え、多様な
端末が連携する統一的なプ
ラットフォームを構築するた
め、セキュリティ等の観点を
踏まえ、関係者における合
意形成を図る必要があると
ともに、大規模災害時にお
いて情報を正確にかつ迅速
に伝達するための技術開発
が求められている等、国民
への情報提供を行う基盤を
構築する解決策の一つとし
て、国としても、放送通信連
携技術の研究開発及び当
該技術の国際標準化を行う
ことが必要。 

●震災の経験から重
要性が再認識され
た一斉同報性を持
つ放送と地域等に
応じたきめ細かな
情 報 の 提 供 等 を
可能とする通信の
連携が実現するこ
とにより、被災地
において高齢者等
の情報弱者に対し
て、避難場所やラ
イフラインなどの
重要な情報をより
迅速かつ正確に、
さらには分かりや
すく伝えること等
ができる。 

●放送事業者、通信事
業 者 、 ウ ェ ブ 事 業
者、家電メーカ等が
参画する放送と通信
の連携を実現するた
めには、新たなユー
スケースを可能とす
る多様な端末間の
共通的なインターフ
ェース等の策定とと
もに、その国際標準
化への反映が必須。 
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制
御 

超
高
精
細
映
像
（
制
３
） 

●現行ハイビジョンの１
６倍の画素を持つ超
高精細映像に加え、
補完情報を加え、通
信と放送が連携した
新たなサービスの実
現が可能となる。 

●放送波による情報
と通信による補完
情報を連携させ、
超 高 精 細映像 の
実現とデータ等を
連携した技術は、
放送の分野だけで
なく、広くネットを
用いる映像配信サ
ービス等の他の分
野 に も 応 用 さ れ
る。 

●2020 年に超高精
細映像による試験
放 送 が 開始見 込
み。 

●超高精細映像による
放送サービスで利用
する研究開発は、次
世代の放送サービス
として我が国が各国を
先導し研究開発を推
進している。 

●電波の有効利用を図るため
の基礎技術を官が実施し、
民はその方式を確実にサー
ビスを提供するための送信
設備と受信機を製造するた
めの実用化研究を進める。

●官民連携で放送の送信に係
る標準方式について、技術
基準を策定し、国際標準の
獲得等が必要。 

●より大画面による
超高精細映像が
実現し、臨場感、
実物感が得られる
映像に加え、補完
情報に用新たな放
送サービスが各家
庭で利用可能。 

●放送波による情報と
通信による補完情報
と連携に必要な同期
技術の研究開発が
必要。 

 

制
御 

Ｍ
２
Ｍ
、
セ
ン
サ
ー
（
制
４
） 

●従来は認識できなか
った現実世界に存在
する多数のモノの状
況を、瞬時に把握す
ることが可能。 

●それらの情報の活
用・組み合わせによ
る新しいシステムや
サービスの実現が
可能。 

● 今 後 、 環 境 、 都
市、農業、工場、
資 源 、 医 療 等 、
様々な分野のプラ
ットフォームとして
急速に普及するこ
とが見込まれてい
る。 

●世界各地域の民
間 標 準 化団体 の
参加により M2M の
標準化を行う組織
として「One M2M」
が 近 々 、 設 立 さ
れ、議論が開始予
定。 

●欧州を中心に関連
技 術 の 標準化 活
動が進展している
ほか、国際電気通
信連合（ITU）にお
ける標準化活動が
本格化しつつある
ことから、2020 年
までに実現される
見込み。 

●今後、世界的に市場
拡 大 が 見 込 ま れ る
M2M/IoT 分野におい
て、我が国は在庫管
理、作業機械等のモニ
タリングに活用できる
センサーネットワーク
技術に優位性を持っ
ていることから、今後
我が国の技術を反映
した標準化を図ること
により、国際競争力強
化につながるものであ
る。 

 ●「モノ」の通信規格の開発
にあたっては、関係する各
業種・利用分野間で統一が
されていない様々な通信規
格について、利害を調整し
ながら、セキュリティ・プライ
バシーの観点も踏まえつ
つ、最適な方式について合
意形成する必要がある。 

●その後の国際標準化作業に
おけるリスクもあることか
ら、民間だけでの取り組み
は極めて困難である。 

● 環 境 、 都 市 、 農
業、工場、資源、
医療等、様々な分
野で利用すること
で、生産性・効率
性を高めることが
可能となるととも
に、ICT とそれらの
分 野 の 連 携 に よ
り、付加価値を創
出することで、社
会的課題の解決
につなげることが
可能。 

●センサー等で生成さ
れるデータをリアル
タイムに収集・処理
するためのプラットフ
ォームの構築がイノ
ベーション実現に向
けた課題である。 

●今後、安全性や信頼
性を確保しつつ、セ
ンサーデータ等の効
率的な収集、リアル
タイム解析等を可能
とする通信プロトコ
ル、データ構造等に
関する研究開発を促
進することで発展が
見込まれている。 
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【変換・認識】 

基本機能 
ＩＣＴ重点化の評価軸 

備考 

技術側の視点からの評価軸 ニーズ側への貢献の視点からの評価軸 

 
技術 
領域 

①革新性 
（信頼性、省ｴﾈ性、先
端性等のインパクト） 

②基盤性 
（複数サービス・
システムのコア
技術） 

③実現性 
（２０２０年頃まで
の実現性） 

④国際競争力強化方策の妥
当性 

⑤官民の役割分担、
連携の妥当性 

⑥社会的課題解決の貢
献度 

⑦イノベーションの実
現の視点から支援・普
及の課題の明確化 

変
換
・
認
識 

超
高
精
細
映
像
圧
縮
技
術
（
変
１
） 

●現行ハイビジョンの１
６倍の画素を持つ超
高精細映像を高速
に、かつ、高い圧縮
率で圧縮・復号する
ことが可能。 

●超高精細映像
の 圧 縮 技 術
は、放送の分
野だけでなく、
広くネットを用
いる映像配信
サービス等の
他の分野にも
応用される。 

●2020 年に超高
精細映像によ
る試験放送の
開始が見込ま
れる。 

●超高精細映像による放送サ
ービスで利用する研究開発
は、次世代の放送サービス
として我が国が各国を先導
し研究開発を推進している
ものである。 

●電波の有効利用を
図るための基礎技
術を官が実施し、民
はその方式を確実
にサービスを提供す
るための送信設備と
受信機を製造するた
めの実用化研究を
進める。 

●官民連携で放送の
送信に係る標準方
式について、技術基
準を策定し、国際標
準の獲得等が必要。

 
 
 
 

●より大画面による超高
精細映像が実現し、臨
場感、実物感が得られ
る映像による新たな放
送サービスが各家庭
で利用可能となる。 

●高い画質を確保しつ
つ、圧縮することを
可能とする技術の研
究開発が必要であ
る。 
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変
換
・
認
識 

ス
マ
ー
ト
グ
リ
ッ
ド
（
変
５
） 

●通信ネットワークを
介して電力消費量等
を高精度で把握する
ことや、快適な住環
境を保ちつつ電力消
費量の抑制・制御等
を最適に実施するこ
とが可能。 

●スマートグリッ
ドの実現のた
め に は 、 エ ネ
ルギー情報集
約拠点におい
て、需要家の
建物内に設置
された様々な
デ バ イ ス （ 家
電 ・ 創 蓄 電 装
置等）に関する
情報を収集し、
地域全体での
エネルギーの
需給状況等に
応じて各デバ
イスの最適な
制御を実現す
る通信プラット
フ ォ ー ム技 術
が 必 要 で あ
る。 

●スマートグリッ
ドの通信インタ
フ ェ ー ス の 標
準化について
は、ITU-T を中
心に関係国等
が連携して検
討中。 

●国内でも、平成
24 年度科学技
術重要施策ア
クションプラン
に お い て 、
「2020 年度ま
でに最適なエ
ネルギーマネ
ジメントを実現
できるよう、個
別 施 策 を 加
速 ・ 推 進 す
る。」とされて
おり、官民をあ
げて実現に向
けた取組が行
われている。 

●スマートグリッドの実現は、
全 世 界 的 な 課 題 で あ り 、
様々な通信インタフェースが
検討されているところ。我が
国においても、スマートグリ
ッドに係るホームネットワー
ク用の通信インタフェースが
検討されたところであり、各
種デバイスのきめ細やかな
制御を可能とする点に、欧
米のものと比較して強みを
有する。 

●当該優位性により、より適切
なエネルギーマネジメントが
可能となる。 

●スマートグリッドの実
現のためには、幅広
い業界の連携が不
可欠であるため、関
連するプレイヤー間
の利害を調整しなが
ら、セキュリティ・プラ
イバシーの観点も踏
まえつつ、通信イン
タフェースについて
合意形成を行う必要
がある。 

●その後の国際標準
化作業におけるリス
クもあることから、民
間だけでの取組は
極めて困難であるた
め、官民の役割を分
担して取組を実施す
ることが必要。 

●東日本大震災に伴う
原発事故の影響によ
り、広範囲にわたる電
力の供給制約が生じ
ている状況を踏まえ、
適切なエネルギーマ
ネジメントの実現は喫
緊の課題。 

●スマートグリッドの実
用化のためには、幅
広い業界の連携が
不可欠である。この
ような連携を図るた
め、スマートコミュニ
ティアライアンスが
設立され、官民一体
となってスマートグリ
ッドの実現のための
検討がなされている
ところ。 

●新たな情報
通信技術戦
略 工程表
改 訂 版
（H23.8.3 IT
戦 略 本 部
改訂）の「我
が国の強み
を有する技
術分野の研
究 開 発 の
例」として位
置付け。 

● 知 的 財 産
推 進 計 画
2010
（ H22.5.21
知的財産戦
略本部 決
定）の「国際
標準化特定
戦略分野」
の１つとして
「 エ ネ ル ギ
ー マ ネ ジ メ
ント」を位置
付け。 
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変
換
・
認
識 

Ｍ
２
Ｍ
、
セ
ン
サ
ー
技
術
（
変
６
） 

●本技術はスマートシ
ティ・スマートハウス
などエネルギーの効
率的利用を実現する
ほか、医療や農業、
交通・流通などの効
率化やサービスの向
上などへの貢献が期
待される。 

●基本原理として
こ れ ま で 平 面
配 置 さ れ て い
たチップを立体
で 配 置 し配 線
することで高集
積化する技術
を開発すること
で 、 様 々 な 機
能を有 する半
導体素子を作
製することが可
能となり、多様
な形態でＭ２Ｍ
を実現しうる。

●要素技術とな
る半導体素子
の三次元実装
は我が国が積
極的に開発に
取 り 組 ん で お
り、技術を蓄え
ているほか、同
種のメモリの積
層など実用化
さ れ 始 め て い
る 。 三 次 元 実
装技術を開発
することでＭ２
Ｍの実現性を
大きく高めるこ
とが可能。 

●要素技術である三次元積層
は半導体の微細化に変わる
新たなトレンドとなりうり、成
果の国際標準化を積極的に
進めることが必要。 

●本研究は、三次元で
の設計技術や環境、
配線技術など多岐に
わたる開発を一体的
に 進 め る 必 要 が あ
り、技術面でも民間
単独で取り組むには
ハードルが高い。 

●得意とする技術を有
する企業及び大学等
による要素技術開発
が必要であり、国が
関与・主導すること
が必要。 

●要素技術開発の成
果の国際標準化やこ
れに基づくＭ２Ｍに
おける制度の整備に
際し国が先導するこ
とが必要。 

●たとえば車の自動化や
高効率の交通の実現
などによりエネルギー
使用の効率化などが
可能。 

●Ｍ２Ｍにより高度な
情報の交換や取得・
表現等を行うため、
これを実現する半導
体素子構造にかかる
基盤技術を確立する
研究開発を行ってい
く。 

●研究開発段階での成
果は知財として蓄積
するとともに、新規の
ＩＴ機器の在り方を提
案するため、国際標
準化等も検討するほ
か、安全性や情報の
取り扱いにかかる規
制等の整備が必要。 
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変
換
・
認
識 

電
磁
波
セ
ン
シ
ン
グ
・
可
視
化
（
変
７
） 

●我が国の航空機搭
載合成開口レーダー
は、世界最高の性能
（水平分解能 30cm）
を有しており、また火
山噴火や地震など
の災害時の状況把
握に用いられるなど
信頼性も高い。 

●機材の小型化が進
み、小型航空機等へ
の搭載が可能となれ
ば大幅な需要拡大
が期待できる。 

●電磁波センシング技
術を用いた衛星搭
載機器は、雲の観測
範囲拡大や、弱い雨
の検出を可能とし、
短期・長期の気候変
動予測に対する革
新的効果が期待で
きる。 

●インフォマティクス技
術においては、単一
のデータセンタで扱
うことが困難な超多
量のデータを複数の
不均一計算機環境
で高速に並列分散
処理を行うことを可
能にする革新的技
術の確立を目指して
おり、これにより大幅
な精度向上が期待
できる。 

●電磁波センシ
ング技術を用
いた衛星搭載
機器は、天気
予報や気候変
動予測、水管
理などの社会
活動に密接に
関わる事象把
握の基礎とな
る雲や降雨の
科 学 デ ー タ を
全地球規模で
取得するため
のコア技術。 

●インフォマティ
クス技術につ
い て は 、 宇 宙
環境、地球環
境データのみ
ならず、幅広い
科学分野のデ
ー タ 保 存 ・ 維
持 ・ 運 用 の た
めの基盤技術
となる。 

●2012 年度から
3 か年計画で、
現在の航空機
搭載合成開口
レーダーの性
能(水平分解能
30cm)を維持し
つ つ 、 機 材 を
小型化するた
めの研究開発
を実施。 

●この研究成果
を 基 に 、 2015
年以降、小型
航空機やヘリ
にも搭載可能
な航空機搭載
合成開口レー
ダーを実用化
見込み。 

●衛星搭載機器
に つ い て は 、
2020 年までに
は EarthCARE
及び GPM とも
に初期結果が
公 開 さ れ 、
様 々 な 気 候 ・
気象学研究に
大きく貢献する
ことが期待され
る。 

●水平分解能 30cm を実現す
る我が国の航空機搭載合
成開口レーダーは、技術水
準は世界トップレベル。 

●現在の航空機搭載合成開
口レーダーは、機材が比較
的大きく、安定した航空軌道
を確保するためにはビジネ
スジェットクラスの航空機が
必要となるが、機材の小型
化により、小型航空機やヘ
リにも搭載することが可能と
なれば、今後、大幅な需要
拡大が期待。 

●衛星搭載機器については、
EarthCARE は欧州宇宙機
関と、GPM は NASA との共
同ミッションであり、国際的
に協力しつつ世界最高性能
の機器を開発中。 

●引き続き、欧米宇宙機関等
との国際協力により世界最
高性能の機器を開発してい
く体制が本技術の確立のた
めには必要。 

●インフォマティクス技術につ
いては、2012 年に ICSU（世
界科学会議）の WDS（World 
Data System ） 事 務 局 を
NICT が担当することになっ
たことから、研究機関間の
国際協力の下、我が国が今
後もこの分野を技術的にリ
ードしていくことが国際的に
も期待されている。 

●国民の安全・安心の
確保は国の責務で
あり、国が主導して
研究開発を実施する
必要がある。 

●災害発生時の被害
の最小化や適切な
対応の決定には、被
災状況の迅速かつ
正確な把握が不可
欠であり、被災状況
の把握において航
空機搭載合成開口
レーダーによる被災
地観測データは有用
であることが示され
ている。 

●衛星搭載機器につ
いては、国際協力の
下で、雲や降水の基
礎的データを取得す
るものである。 

●インフォマティクス技
術については、 民
間を主体にクラウド
技術の実用化が進
んでいるが、科学デ
ータ処理については
公的機関が研究開
発を実施する必要が
ある。 

●災害発生時の被害の
最小化や適切な対応
の決定には、被災状
況の迅速かつ正確な
把握が不可欠。 

●航空機搭載合成開口
レーダーは、天候・昼
夜に関係なく機動的に
観測でき、電波反射特
性解析等による地表
面の特徴判読等も可
能。これにより被災状
況の迅速かつ詳細な
把握が可能。 

●被災前データを観測・
蓄積しておくことで、被
災後データとの差分比
較により、地形の隆起
沈降や建造物の倒壊
等の解析も可能。 

●衛星搭載機器につい
ては、得られたデータ
は、他のデータと組み
合わせることにより、
天気予報、極端気象
現象の予報、長期気
候変動予測、農作物
作況予測、水資源管
理等に利用可能であ
り、洪水、干ばつ対策
への貢献等、安全・安
心な社会の実現に寄
与。 

●インフォマティクス技術
については、科学デー
タの大規模処理技術
を他分野へ適用するこ
とにより、様々な分野
への寄与が考えられ
る。 

●航空機搭載合成開
口レーダーの実用化
に際しては、主に災
害対応機関等での
運用を想定している
が、地表の高低差や
植生などの地表面
の状況を、広い範囲
に渡って迅速かつ詳
細に観測可能である
ことから、地球観測
や測量の分野での
活用も期待されてい
る。 

●普及のための課題
は機材の大幅な小
型化・省電力化や小
型航空機の大きな
振動に対応した動揺
補正、専門知識のな
い者でも的確な観測
を行うためのマンマ
シンインタフェース技
術の実現である。 

●衛星搭載機器につ
いては、各国気象機
関、河川管理機関等
がデータの利用主体
となる。高い観測頻
度で全地球規模の
デ ー タ が 得 ら れ れ
ば、天気予報や気候
変動予測に革新的
な進歩をもたらす。
そのためには、観測
衛星数の増加と連
携観測技術が必要。
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変
換
・
認
識 

ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
（変
８
） 

●長期無給電もしくは
エネルギーハーベス
ティングにより電源
不要なコンピュータを
実現することで、常
にコンピュータを身に
纏うことが可能とな
り、電源が制約となり
実 現 不 能 で あ っ た
様々なＩＴ機器が世に
出ることが可能。 

●基本原理として
汎用的な高速
不 揮 発 メ モ リ
と、不揮発性を
前 提 と し た Ｏ
Ｓ・アーキテク
チャを開発する
ことで、様々な
形態のウェアラ
ブルコンピュー
タを作製するこ
と が 可 能 と な
り、多様な市場
に展開すること
が可能。 

●要素技術とな
る高速不揮発
メモリは我が国
の 各 メ ー カ が
開 発 に取 り 組
んでおり、一部
の用途から随
時 実 用 化 開
始。 

●ＯＳ・アーキテ
クチャについて
は我が国から
学 会 で 発 表 さ
れており、基礎
的な要件は進
歩している。 

●不揮発性を前提としたＯＳ・
アーキテクチャはこれまでに
なく、将来の新たな常識とな
りうるものであり、成果の国
際標準化を積極的に進める
ことが必要。 

●本研究は、高速不揮
発メモリ、ＯＳ、アー
キテクチャと多岐に
わたる開発を一体的
に 進 め る 必 要 が あ
り、技術面でも民間
単独で取り組むには
ハードルが高い。 

●得意とする技術を有
する企業及び大学等
による要素技術開発
が必要であり、国が
関与・主導する必要
がある。 

●さらに要素技術開発
の成果の国際標準
化やウェアラブルコ
ンピュータにかかる
制度の整備に向けて
国が先導する必要が
ある。 

●健康・福祉の発達のた
め、常にＩＴ機器を身に
纏い、モニタリングやア
ドバイスを行うことや、
パワーどスーツなどに
よるこれまでできなか
った行動が可能になる
など、ＱｏＬの向上に資
する。 

●ビッグデータを十分に
活用し行動の安全・安
心に資することが予想
される。ウェアラブルコ
ンピュータはこれらを
実現する技術。 

●要素技術として、高
速不揮発メモリの開
発とともに、不揮発
性を前提としたＯＳ・
アーキテクチャの開
発が必要。 

●給電という制約をは
ずした、様々な発想
に基づくウェアラブル
コンピュータのアイデ
アを広く掘り起こすこ
とが必要。 

 

変
換
・
認
識 

脳
情
報
通
信
・
処
理
（
変
１
０
、
２
０
） 

●人が頭の中で考えた
動作・意図を読み取
る脳情報解読技術
は、現在、限られた
場所でのみ使用可
能。 

●当該技術を日常生活
に適用可能とする技
術が確立されれば、
少子高齢化が急速
に進展する中、高齢
者・障がい者の社会
参加の拡大等の重
要課題の解決に資
することが期待でき
る。 

●ネットワークを
通 じ て 脳活 動
情 報 デ ー タ ベ
ースを利用す
る デ ー タ 駆 動
型脳情報解読
技 術 は 、 複 数
の分野のサー
ビス・システム
のコア技術とな
り得る。 

●2011 年度から
4 か年計画で、
人が頭の中で
考えた動作・意
図を推定し、ネ
ットワークを介
し て 機 械 に 伝
える技術の研
究 開 発 を 実
施。 

●この研究成果
を活用し、2020
年頃から段階
的 に 、 車 い す
の制御等の移
動や周囲との
簡単なコミュニ
ケーションの支
援 が 、 一 般 の
家庭内などに
お い て 可 能 と
なる見込み。 

●我が国では、身体を傷つけ
ない「非侵襲」の脳計測技術
の研究に、世界に先駆けて
取り組んできた実績がある。

●当該技術を応用し、日常生
活に適用することが可能とな
れば、少子高齢化が急速に
進展する中、高齢者・障がい
者の社会参加の拡大等の重
要課題の解決に資すること
が期待できる。 

●脳研究の情報通信
分野への応用は先
端的な研究開発分
野であり、技術の開
発には多くの時間と
資金、リスクを要する
ため、民間企業や大
学、地方公共団体単
独では技術を確立し
ていくことが困難。 

●このため、基礎技術
を国により確立する
ことで、民間によるサ
ービス実現を後押し
することが必要。 

●本技術を応用すること
で、対話が困難な障が
い者等の意志を相手
に伝えたり、意志によ
り対象物を操作する際
の手助けとなることが
期待される。 

●このような手助けは、
障がい者等と周囲との
コミュニケーションの充
実を図り、高齢者や障
がい者の自立支援や
社会参加支援に貢献
するものである。 

●本技術の実用化に
は、脳科学者・計測
器メーカ・アクチュエ
ータメーカ・通信事業
者等の連携が不可
欠。 

●脳活動情報データベ
ースを利用したデー
タ駆動型脳情報解読
技術の確立、日常生
活で使える脳情報測
定装置の開発など技
術的課題の解決の
ほか、倫理・安全面
に関する社会的受容
に向けた取り組みも
早期に必要。 
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変
換
・
認
識 

超
高
周
波
の
利
用
技
術
（
変
２
２
） 

●超高周波帯（ミリ波
～テラヘルツ波）は
世界的に未開拓であ
るが、X 線より安全
で、かつ非極性物質
（セラミックス、プラス
ティック、紙）や煙を
透過、水分や生体物
質で強い吸収、物質
（分子レベル）の同定
が可能、という特性
がある。これにより、
従来利用されている
赤外線、可視光線、
Ｘ線等では実現でき
ない革新的なイメー
ジングが実現可能。 

●超高周波帯を
用 い た 計 測
は、建造物、電
力 設 備 、 食 品
パッケージ、文
化財等の幅広
い分野に応用
可 能 で あ り 、
様々な非破壊
検 査 、 品質 管
理検査等の基
盤 と な る 技 術
である。 

●ミリ波を用いた
非破壊センシ
ン グ に つ い て
は、材料・物質
の周波数特性
に係るデータベ
ースの実利用
に目処がつくレ
ベルまでの整
備 、 及 び 測 定
手法の標準化
を 進 め る た め
の技術の確立
が 2015 年頃ま
でに見込まれ、
その後の実用
化の見込み。 

●テラヘルツ波を
用いた物質分
析、イメージン
グ等の技術は
2020 年頃まで
に技術が確立
され、その後市
場 展 開 さ れ る
見込み。 

●周波数 100GHz～10THz は
未開拓・未利用の電磁波領
域であるが、各国でも開発
が進んでいる。しかし、本分
野の非破壊計測への応用技
術に関しては日本は世界トッ
プレベル。 

●幅広い分野への応
用が見込まれる分野
であり、計測の精度
を担保する国家標準
（周波数、パワー等）
の実現が急務。 

●標準の整備により、
民間での技術利用・
産業応用を推進する
ことが必要。 

●本技術が確立されれ
ば、東日本大震災等
の地震によって被災し
た建造物等の非破壊
検査や、火災現場にお
ける煙等に含まれる有
害物質の分析、煙で覆
われて可視光では発
見できない被害者等の
発見などが可能。 

●本技術の実用化にあ
たり、計測の実時間
性向上、精度向上、
材料・物質同定のた
めのスペクトルデー
タベースの拡充等が
必要。 

●テラヘルツ波につい
ては、高出力化、受
信感度や分解能の
向上なども必要。 
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【表現】 
 

基本機能 
ＩＣＴ重点化の評価軸 

備考 
技術側の視点からの評価軸 ニーズ側への貢献の視点からの評価軸 

 
技術 
領域 

①革新性 
（信頼性、省ｴﾈ性、先端性
等のインパクト） 

②基盤性 
（複数サービス・シス
テムのコア技術） 

③実現性 
（２０２０年頃までの
実現性） 

④国際競争力強
化方策の妥当性

⑤官民の役割分担、
連携の妥当性 

⑥社会的課題解決の
貢献度 

⑦イノベーションの実現の
視点から支援・普及の課題
の明確化 

表
現 

ス
マ
ー
ト
グ
リ
ッ
ド
（
表
１
） 

●通信ネットワークを介し
て電力消費量等を高精
度で把握することや、快
適な住環境を保ちつつ
電力消費量の抑制・制
御等を最適に実施する
ことが可能。 

●スマートグリッドの
実現のためには、
エネルギー情報集
約拠点において、
需 要 家 の建物 内
に設置された様々
なデバイス（家電・
創蓄電装置等）に
関する情報を収集
し、地域全体での
エネルギーの需給
状況等に応じて各
デバイスの最適な
制御を実現する通
信プラットフォーム
技 術 が 必 要 で あ
る。 

●スマートグリッド
の通信インタフェ
ースの標準化に
ついては、ITU-T
を中心に関係国
等が連携して検
討中である。 

●国内でも、平成
24 年度科学技
術重要施策アク
ションプランにお
いて、「2020 年
度までに最適な
エネルギーマネ
ジメントを実現で
きるよう、個別施
策を加速・推進
する。」とされて
お り 、 官 民 を あ
げて実現に向け
た取組が行われ
ている。 

●スマートグリッド
の実現は、全世
界的な課題であ
り、様々な通信
イ ン タ フ ェ ー ス
が検討されてい
るところ。我が
国においても、
スマートグリッド
に係るホームネ
ットワーク用の
通信インタフェ
ースが検討され
たところであり、
各種デバイスの
きめ細やかな制
御を可能とする
点に、欧米のも
のと比較して強
みを有する。 

●当該優位性によ
り、より適切 な
エネルギーマネ
ジメントが可能
となる。 

●スマートグリッドの
実現のためには、
幅広い業界の連携
が不可欠であるた
め、関連するプレイ
ヤー間の利害を調
整しながら、セキュ
リティ・プライバシー
の観点も踏まえつ
つ、通信インタフェ
ースについて合意
形成を行う必要が
ある。 

●その後の国際標準
化作業におけるリ
ス ク も あ る こ と か
ら、民間だけでの
取組は極めて困難
であるため、官民
の役割を分担して
取組を実施するこ
とが必要。 

●東日本大震災に伴
う原発事故の影響
により、広範囲にわ
たる電力の供給制
約が生じている状
況を踏まえ、適切な
エネルギーマネジメ
ントの実現は喫緊
の課題。 

●スマートグリッドの実用
化のためには、幅広い
業界の連携が不可欠で
ある。このような連携を
図るため、スマートコミュ
ニティアライアンスが設
立され、官民一体となっ
てスマートグリッドの実
現のための検討がなさ
れているところ。 

●新たな情報通
信 技 術 戦 略
工程表 改訂
版（H23.8.3 IT
戦略本部 改
訂）の「我が国
の強みを有す
る技術分野の
研 究 開 発 の
例」として位置
付け。 

●知的財産推進
計 画 2010
（H22.5.21 知的
財産戦略本部
決定）の「国際
標準化特定戦
略分野」の１つ
として「エネル
ギーマネジメン
ト 」 を 位 置 付
け。 
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表
現 

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
術
（
表
３
） 

●高精度な音声処理技術
や翻訳技術、自然言語
処 理 技 術 、 利 活 用 技
術、超臨場感通信技術
等から構成されるユニ
バーサルコミュニケーシ
ョン技術によって実用的
な機械翻訳を実現する
ことで、遠隔地の人々と
のコミュニケーションがさ
らに円滑となり、ビジネ
スにおける移動が削減
できる等の ICT 技術によ
る省エネへの貢献にも
つながりる。 

●電子ホログラフィの画面
サイズ拡大、視域拡大、
効率的な伝送技術等の
研究開発により、現在の
3D 技術では実現できて
いない眼が疲れない立
体映像の再生が可能と
なる。 

●一方、化学物質や力学
刺激を対象とした情報
通信技術の開拓は、画
像や言語の伝送を中心
に発展した現在の情報
通信の幅と質を向上さ
せ、これまでにない応用
分野の発展につながる
貢献が期待される。 

●ユニバーサルコミ
ュニケーション技
術は、人がネット
ワークに接する部
分に関わる技術で
あり、ネットワーク
を介して人と人と
が 居 場 所や言 語
の違いを超えて円
滑に、臨場感溢れ
るコミュニケーショ
ンを行える世界を
実現するために必
須のコア技術であ
る。 

●これまでに実用
化 さ れ た 短 文 ・
旅行会話の実績
と経験を踏まえ、
多言語音声翻訳
技術の研究開発
をさらに進めて
いくことで、2020
年までに長文の
音声翻訳技術が
実現し、推論機
能を持つ情報分
析エンジンが実
現 さ れ る 見 込
み。 

●画面サイズは対
角約 5 インチで、
スペックルノイズ
などが軽減され
た高画質な立体
映像を再生でき
る電子ホログラ
フィ装置の実現
の見込み。 

●多言語音声翻
訳技術について
は、NICT が主
導した U-STAR
プ ロ ジ ェ ク ト に
21 カ国の研究
機関が集まり、
NICT が標準化
したプロトコルを
用 い た 全 世 界
的 で 国 際 的 に
最先端のシステ
ム の 開 発 が 進
められている。

●電子ホログラフ
ィは対角 6cm の
カラー動画再生
が実現できてお
り、日本が世界
を リ ー ド し てい
る。 

●韓国でも研究開
発が本格化され
始めており、現
在 の 優 位 性 を
保持するために
も本技術の推進
は重要。 

●国が開発した音声
翻訳技術が民間に
移転され、実用シ
ステムに用いられ、
その実用システム
のログデータ等を
活用した次世代技
術の研究開発が国
により行われてお
り、官民の適切な
役割分担・連携に
より基礎研究と実
用化のサイクルが
順調に回りつつあ
る。 

●ネット上の膨大な情
報を分析して提示
する情報分析シス
テムにおいて、国
が中立的な立場で
基準となる情報を
提供する役割を担
うことが重要。 

●電子ホログラフィの
実現には、デバイ
ス技術、画像取得
技術、大容量映像
データ伝送技術等
が必要であるが、
いずれもハイリスク
で、また分野を横
断してシステム化
する必要があるた
め、官主導かつ官
民連携により推進
し て い く こ と が 必
要。 

●旅行会話を対象とし
た多言語音声翻訳
技術をすでに実用
化しており、医療分
野、特許分野、障が
い者コミュニケーシ
ョン分野等の社会
的に需要のある分
野への貢献を図る
べく研究開発を実
施中。 

●災害時にも正しく適
切な情報に基づい
た判断や行動をと
れるように、災害情
報を対象とした情報
分析技術の研究開
発も開始。 

●この成果は、災害
時の多言語音声翻
訳にも活用可能。 

●電子ホログラフィは
人が立体視してい
る生理的要因を全
て再現できるため、
実物を観察するの
と同様に立体映像
の観察が可能とな
る。そのため、眼精
疲労などの人体へ
の悪影響がなく、人
にやさしい生活環
境（映像視聴）の構
築が期待される。 

● 音 声 処 理 や 多 言 語 翻
訳、情報分析、情報利活
用、超臨場感通信技術
などを融合させることで、
ネットワーク上にある多
様な情報を臨場感溢れ
る形で適切に利用するこ
とができるようになり、新
世代ネットワーク技術な
どで再構成されるネット
ワークによって新たな情
報通信技術が生まれる。

●情報産業の新たな起爆
剤になる可能性も高く、
新たなイノベーションを
実現する情報基盤として
必要不可欠。 

●新たな情報通
信 技 術 戦 略
工程表 改訂
版（H23.8.3 IT
戦略本部 改
訂）の「我が国
の強みを有す
る技術分野の
研 究 開 発 の
例」として「三
次 元 映 像 」 、
「音声翻訳」を
位置付け。 

●知的財産推進
計 画 2010
（H22.5.21 知的
財産戦略本部
決定）の「国際
標準化特定戦
略分野」の１つ
として「コンテ
ンツメディア」
を位置付け。 
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表
現 

超
高
精
細
映
像
表
示
／
ス
マ
ー
トT

V

（
表

４
） 

●現行ハイビジョンの１６
倍の画素を持つ超高精
細映像により、高臨場
感、実物感が得られる
新たなサービスの実現
が可能。 

●超高精細映像の
表現は、放送の分
野だけでなく、広く
ネットを用いる映
像配信サービス等
の他の分野にも応
用される。 

●2020 年に超高精
細映像による試
験放送の開始見
込み。 

●超高精細映像
による放送サー
ビスで利用する
研究開発は、次
世 代 の 放 送 サ
ービスとして我
が 国 が 各 国 を
先導し研究開発
を 推 進 し て お
り、本技術を確
立することは重
要。 

●電波の有効利用を
図るための基礎技
術を官が実施し、
民はその方式を確
実にサービスを提
供するための送信
設備と受信機を製
造するための実用
化研究を進める。 

●官民連携で放送の
送信に係る標準方
式について、技術
基準を策定し、国
際標準の獲得等が
必要 

●より大画面による超
高精細映像が実現
し、臨場感、実物感
が得られる映像が
各 家 庭 で 利 用 可
能。 

●超高精細映像の放送の
復調・復調を高速に行う
ための情報処理技術の
研究開発が必要。 
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表
現 

超
高
精
細
映
像
表
示
／
ス
マ
ー
トT

V

（
表
４
） 

●低消費電力型のモジュ
ール技術、高画質反射
型技術、OLED 材料技
術、TFT アレイ オン シ
ート低温成形技術等を
確立することが出来れ
ば、軽い、薄い（1mm 以
下）、割れない、ﾌﾙ HD
である超低消費電力型
シートインタラクティブデ
ィスプレイを実現し、省
エネルギー化の実現が
期待。 

●低消費電力型シー
トインタラクティブ
ディスプレイをデバ
イス化することで、
様々な携帯機器等
にも組み込み可能
になり、多様な市
場に展開すること
が可能。 

●ディスプレイ技術
開発において、
我が国は第一線
の研究者を多く
抱え、各企業に
おいても積極的
に技術開発を推
進しており強み
を有する分野。 

●オールジャパン
体制で２０２０年
度までの技術の
実現に向けて取
り組みを進める。

●ディスプレイ技
術 開 発 に お い
て、我が国は第
一 線 の 研 究 者
を多く抱え、各
企業においても
積 極 的 に 技 術
開発を推進して
おり強みを有す
る分野。 

●本分野は国の
援助のもとにデ
ィスプレイ産業
に大規模投資を
続ける韓国や、
国プロで攻勢を
かけるＥＵなど、
国 際 的 な 競 争
が激しく、次世
代ディスプレイ
の開発として一
刻も早い着手が
必要。 

●本研究は実用化が
2018 年頃と民間企
業単独で取り組む
には中長期的投資
を行うことにハード
ルがあることと、技
術開発課題も多岐
に渡るため、技術
面でも民間単独で
取り組むにはハー
ドルが高い。 

●従来のディスプレイ
の単なる延長では
ない超低消費電力
型シートインタラク
ティブディスプレイ
技術については基
盤技術を確立する
必要がある部分で
あり、国の一定の
関与が必要。 

●出口に近い基幹技
術から個別の製品
化への応用につい
ては企業単独の取
組 と す る こ と に よ
り、民間との役割分
担を整理している。

●家庭での電力消費
量の 10％はテレビ
が占める上、進行し
つつあるスマートフ
ォンやタブレットＰＣ
の爆発的な普及が
予想され、ディスプ
レイの消費電力削
減は世界的に重要
な課題。 

●今後ディスプレイは
単なる表示装置と
いうだけではなく、
インタラクティブな
性格を持つものが
主流になると予想さ
れるため、超低消
費電力型シートイン
タラクティブディスプ
レイ技術の基盤技
術の確立が必要。

●進行しつつあるスマート
フォンやタブレットＰＣの
爆発的な普及により、デ
ィスプレイの消費電力削
減は世界的に重要な課
題。また今後ディスプレ
イは単なる表示装置とい
うだけではなく、インタラ
クティブな性格を持つも
のが主流になると予想。

●このため、これまでのデ
ィスプレイの概念を変え
うる革新を起こし、ディス
プレイに対する消費スタ
イルを変化させる革新的
低消費電力型インタラク
ティブディスプレイの市
場を新たに創出すること
が必要。 

●係る認識から、超低消費
電力型シートインタラク
ティブディスプレイを実現
するための基盤技術を
確立する研究開発を行
っていく。 

●研究開発段階での成果
は知財として蓄積すると
ともに、新規の表示機器
としての側面が発生する
ため、必要に応じて欧州
企業等との連携も視野
に入れながら国際標準
化等も検討する。 
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表
現 

ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
（表
５
） 

●長期無給電もしくはエネ
ルギーハーベスティング
により電源不要なコンピ
ュ ー タ を 実 現 す る こ と
で、常にコンピュータを
身に纏うことが可能とな
り、電源が制約となり実
現不能であった様々なＩ
Ｔ機器が世に出ることが
可能。 

●基本原理として汎
用的な高速不揮発
メモリと、不揮発性
を前提としたＯＳ・
アーキテクチャを
開発することで、
様々な形態のウェ
アラブルコンピュー
タを作製すること
が可能となり、多
様な市場に展開す
ることが可能。 

●要素技術となる
高速不揮発メモ
リは我が国の各
メーカが開発に
取り組んでおり、
一部の用途から
随時実用化され
始めている。 

●ＯＳ・アーキテク
チャについては
我が国から学会
で発表されてお
り、基礎的な要
件は進歩してい
る。 

●不揮発性を前提
としたＯＳ・アー
キテクチャはこ
れまでになく、
将 来 の 新 た な
常識となりうるも
のであり、成果
の 国 際 標 準 化
を積極的に進め
ることが必要。

●本研究は、高速不
揮発メモリ、ＯＳ、ア
ーキテクチャと多岐
にわたる開発を一
体的に進める必要
があり、技術面でも
民間単独で取り組
むにはハードルが
高い。 

●得意とする技術を
有する企業及び大
学等による要素技
術開発が必要であ
り、国が関与・主導
することが必要。 

●要素技術開発の成
果の国際標準化や
ウェアラブルコンピ
ュータにかかる制
度の整備に向けて
国が先導すること
が必要。 

●健康・福祉の発達
のため、常にＩＴ機
器を身に纏い、モニ
タリングやアドバイ
スを行うことや、パ
ワーどスーツなどに
よるこれまでできな
かった行動が可能
になるなど、ＱｏＬの
向上に資する。 

●ビッグデータを十分
に活用し行動の安
全・安心に資するこ
とが予想される。ウ
ェアラブルコンピュ
ータはこれらを実現
する技術。 

●要素技術として、高速不
揮発メモリの開発ととも
に、不揮発性を前提とし
たＯＳ・アーキテクチャの
開発が必要。 

●給電という制約をはずし
た、様々な発想に基づく
ウェアラブルコンピュータ
のアイデアを広く掘り起
こすことが必要。 
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表
現 

パ
ネ
ル
不
要
の
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
（
表
６
） 

●現状のレーザーダイオ
ー ド の 変 換 効 率 は 、
R=30 、 G=20%(SHG) 、
B=25%(1W)であるが、R=
４０％、G=２０％（LD）、B
＝４０％ の技術を確立
することが出来れば、明
るい中でも十分視ること
が出来る革新的可視光
レーザー応用インタラク
ティブディスプレイの実
現が可能になり、省エネ
ル ギ ー 化 の 実 現 が 期
待。 

●可視光半導体レー
ザーをチップ化す
ることで、様々な携
帯機器等にも組み
込み可能になり、
多様な市場に展開
することが可能。 

●革新的可視光レ
ーザー応用イン
タラクティブディ
ス プ レ イ の コ ア
技術である可視
光半導体レーザ
ー の R 、 G 、 B
は、現時点にお
いては日系メー
カ ー が ほ ぼ １ ０
０％シェアを有す
る圧倒的に強い
分野。 

●オールジャパン
体制で２０２０年
度までの技術の
実現に向けて取
り組みを進める。

●革新的可視光レ
ーザー応用イン
タラクティブディ
スプレイのコア
技術である可視
光 半 導 体 レ ー
ザーは、現時点
においては日系
メーカーがほぼ
１００％シェアを
有する圧倒的に
強い分野。 

●本分野は国の
援助のもとにデ
ィスプレイ産業
に大規模投資を
続ける韓国や、
国プロで攻勢を
かけるＥＵなど、
国 際 的 な 競 争
が激しく、次世
代ディスプレイ
の開発として一
刻も早い着手が
必要。 

●本研究は実用化が
2018 年頃と民間企
業単独で取り組む
には中長期的投資
を行うことにハード
ルがあることと、技
術開発課題も多岐
に渡るため、技術
面でも民間単独で
取り組むにはハー
ドルが高い。 

●従来のディスプレイ
の単なる延長では
ない革新的可視光
レーザー応用イン
タラクティブディスプ
レイ技術について
は基盤技術を確立
する必要がある部
分であり、国の一
定の関与が必要。

●出口に近い基幹技
術から個別の製品
化への応用につい
ては企業単独の取
組 と す る こ と に よ
り、民間との役割分
担を整理している。

●家庭での電力消費
量の 10％はテレビ
が占める上、進行し
つつあるスマートフ
ォンやタブレットＰＣ
の爆発的な普及が
予想され、ディスプ
レイの消費電力削
減は世界的に重要
な課題。 

●レーザー方式プロジ
ェクターでは、従来
ディスプレイの光源
と比べ低消費電力
で映像を表示するこ
とが可能となる。 

●今後ディスプレイは
単なる表示装置と
いうだけではなく、
インタラクティブな
性格を持つものが
主流になると予想さ
れるため、革新的
可視光レーザー応
用インタラクティブ
ディスプレイの基盤
技 術 の 確 立 が 必
要。 

 

●進行しつつあるスマート
フォンやタブレットＰＣの
爆発的な普及により、デ
ィスプレイの消費電力削
減は世界的に重要な課
題。 

●今後ディスプレイは単な
る表示装置というだけで
はなく、インタラクティブ
な性格を持つものが主
流になると予想。 

●このため、これまでのデ
ィスプレイの概念を変え
うる革新を起こし、ディス
プレイに対する消費スタ
イルを変化させる革新的
低消費電力型インタラク
ティブディスプレイの市
場を新たに創出すること
が必要。 

●係る認識から、革新的可
視光レーザー応用インタ
ラクティブディスプレイを
実現するための基盤技
術を確立する研究開発
を行っていく。 

●研究開発段階での成果
は知財として蓄積すると
ともに、新規の表示機器
としての側面が発生する
ため、必要に応じて欧州
企業等との連携も視野
に入れながら国際標準
化や安全性基準の策定
等も検討する。 
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【伝送から変換・認識（新世代ネットワーク）】 
 

基本機能 
ＩＣＴ重点化の評価軸 

備考 
技術側の視点からの評価軸 ニーズ側への貢献の視点からの評価軸

 
技術 
領域 

①革新性 
（信頼性、省ｴﾈ性、先端
性等のインパクト） 

②基盤性 
（複数サービス・シ
ステムのコア技術）

③実現性 
（２０２０年頃までの実
現性） 

④国際競争力強化方
策の妥当性 

⑤官民の役割分担、
連携の妥当性 

⑥社会的課題解
決の貢献度 

⑦イノベーションの実
現の視点から支援・普
及の課題の明確化 

制
御 

新
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

●有線ネットワークや無
線ネットワーク等の物
理ネットワーク、その
上 の 仮 想 ネ ット ワ ー
ク、接続される計算機
資源、各箇所で消費さ
れる電力等を一元的・
統合的に管理制御す
るものであり、緊急性
の高いサービスに資
源を優先的に割り当て
て継続的なサービス
提供を確保すること、
重要性の高いサービ
スに資源を冗長的に
割り当てて信頼性を確
保すること、ネットワー
ク全体の省エネ性を
向上させること等を可
能とする。 

●インターネットを
はじめとする現在
のネットワークシ
ステ ムが抱 える
セキュリティ脆弱
性、容量の限界、
有線無線の個別
管理制御による
非効率性、消費
エネルギーの増
大等の諸課題を
解決する。 

●2020 年頃までに、
ユーザのモビリティ
やサービス要求を
踏まえて、有線ネッ
トワークや無線ネッ
トワーク等の物理ネ
ットワーク資源を動
的に割り当てたネッ
トワークを即時構築
する技術を実現す
べく、研究開発を実
施中。 

●複数ネットワークの
合成や単一ネットワ
ークの分割を可能と
するネットワーク仮
想 化 に つ い て 、
2020 年頃の実用化
を目途に研究開発
を実施中。 

●インターネット及びそ
れを活用したサービ
ス分野で世界をリー
ドする米国がその先
を見て取り組むとと
もに、巻き返しを図
る欧州が力を入れて
いる領域。 

●米国欧州での取り
組みと同様に、民
が有する強み、潜
在性、ビジネス展
開 等 を 踏 ま え つ
つ、ネットワーク全
体のアーキテクチ
ャ設計や要素技術
開発等の横断的な
課題、ハイリスクな
課題に関して官が
研究開発プログラ
ムを設定して先導
し、国際間の連携
も図りつつ、官民が
連 携 し て 研 究 開
発、技術検証、国
際標準化等に取り
組んでいる。 

●現行インターネ
ットは、サービ
ス停止を狙う攻
撃 等 を 完 全 に
は 防 御 で き な
い、移動するユ
ーザへ安定的
に 通 信 を 提 供
できない、重要
通信に対して端
末－各ネットワ
ー ク － 端 末 間
の各ネットワー
ク資源を確実に
割り当てて通信
を 確 保 で き な
い、等の課題を
抱えており、こ
れ ら 課 題 の 解
決が目的。 

●アーキテクチャの研
究開発の過程で並
行して明確化してき
た技術課題である有
無線統合ネットワー
ク技術、ネットワーク
仮想化技術、グリー
ンコンテンツ流通技
術の研究開発に着
手中。 

●需要予測に基づいた
計画的なシステム設
計から、柔軟性が高
く臨機応変なシステ
ム再構成が必須。 

●新たな情報通信
技術戦略 工程表
改 訂 版 （ H23.8.3 
IT 戦略本部 改
訂）の「我が国の
強みを有する技
術分野の研究開
発の例」として「新
世代・光ネットワ
ー ク 」 を 位 置 付
け。 

22



制
御 

テ
ス
ト
ベ
ッ
ド
技
術 

●セキュリティ、エネルギ
ー消費等の現在のネ
ットワークが抱える問
題を抜本的に解決す
る「新世代ネットワー
ク」技術を実証・評価
するための大規模な
テストベッドネットワー
クの構築・運用管理技
術。 

●大規模なテストベ
ッドネットワーク
の 構 築 ・ 運 用 管
理 技 術 で あ り 、
様々なネットワー
ク や シ ス テ ムの
基盤となる。 

●2020 年頃の「新世
代ネットワーク」の
実現に向けて取り
組まれており、テス
トベッドにおける実
証・評価を経て技術
が順次実用される
見込み。 

●ＩＣＴの国際競争力を
左右するネットワー
ク中核技術であり、
欧米等でも国家予
算が投入され取り組
まれている。 

●欧米等のテストベッ
ドネットワークと相互
接続をするなど、諸
外国と協調して研究
開発を実施。 

●ICT インフラは従来
より国等の主導的
な研究開発及びテ
ストベッドにおける
実証・評価により実
用化に至っており、
共通性・基盤性の
高いネットワーク技
術の実証・評価に
必要なテストベッド
技術構築・運用管
理技術の研究開発
は国が主導して進
める。なお、欧米等
でも国家予算が投
入されるなど国が
主導して実施。 

●現在のネットワ
ークは、通信量
の急激な増大、
それに伴う消費
電 力 の 増 大 、
サ イ バ ー 攻 撃
等 の 課 題 を 抱
えており、当該
技術は、これら
の 課 題 を 解 決
する新たなネッ
トワークの実現
に 貢 献 す る も
の。 

●また、新たなネ
ットワーク技術
の実現により市
場創出等の経
済的な効果が
期待され、社会
的課題解決の
貢献度は高い。

 

●研究開発の段階か
ら、通信機器製造者
や通信事業者等が
関与しており、有無
線統合ネットワーク
やその上の仮想ネッ
トワークなどの新世
代ネットワークの実
証につながる課題を
明確化しながら、研
究開発や実証・評価
が進められている。

変
換
・
認
識 

新
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

●現状のインターネット
アーキテクチャを超え
る新しいネットワーク
においては、大量のモ
ノやデバイスが発生す
るデータをスケーラビ
リティを持って信頼性
を保ちつつ扱う先端性
の高いネットワーク技
術が求められる。 

●既存の ICT サー
ビ ス で は 実 現 し
得なかった、実世
界のリアルタイム
な状況を反映す
るサービスの基
盤となる。 

●ソフトウェアによ
る動的なカスマイ
ズ機能をコア技
術として複数サー
ビスに柔軟に対
応可能となる。 

●通信デバイス、端末
技術の進化が進ん
でおり、2020 年まで
には、日常使われ
ているモノ等も含め
多くのデバイスがネ
ットワークに接続可
能となっていると考
えられ、その数は全
世界で数兆個にな
ると言われている。
モノが常時発信す
るデータを、ネットワ
ークを介してリアル
タイムかつ高信頼
に活用するサービ
スが実現する見込
み。 

●欧米、中韓において
活発に研究開発や
標準化が進められて
いる分野である。 

●日本は実証レベル
のセンサーネットワ
ークの研究開発が
活発であり、震災対
応、節電などのニー
ズやノウハウもある
ことから、世界でも
最先端レベルにある
と言える。競争力を
さらに高めることで
国際的なイニシアチ
ブを取ることができ
ると考えられる。 

●国民の生活に密着
したICTサービスの
インフラを実現する
技術として、研究開
発を官主導で実施
することが必要。 

●研究開発競争とと
もに世界レベルで
の協調も必要であ
り、官主導での連
携推進が重要。 

●その後の応用サー
ビス展開や国際市
場の開拓は民主導
が望ましい。 

●至る所に設置さ
れ た セ ン サ ー
が発生させるデ
ータをネットワ
ークを介して活
用可能となり、
１ 次 産 業 の 生
産 性 向 上 、 高
齢 化 社会 に お
ける生活インフ
ラ の 利 便 性 向
上 、 街 全 体 の
省 電 力 化 、 災
害の事前通知
等 に よ る 安 全
性の向上等に
つながるもので
ある。 

●あらゆるモノやデバ
イスが繋がる新しい
ネットワークアーキ
テクチャが実現され
ることで、従来にな
い全く新しい革新的
なサービスとこれを
柔軟に収容可能な
通信サービスソフト
ウェア基盤が登場す
る可能性がる。 
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伝
送
か
ら
変
換
・
認
識 

デ
ー
タ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン
グ
技
術 

●データ毎に異なる通信
特性を監視・分析し、
その特性に応じて通
信経路・品質・信頼性
をリアルタイムにきめ
細かくソフトウェア制御
することにより、ネット
ワーク資源効率の最
適化を実現。 

●ネットワークイン
フラの基盤技術
であり、本技術に
よって、より広い
範囲にネットワー
クを通じた情報サ
ー ビ ス が 展 開 さ
れることが想定さ
れる。 

●本技術は、コンテン
ツの一元管理が必
要な放送・配信系
サービス等におい
て特に親和性が高
く、それらサービス
の急速なネットワー
ク方面へのシフトお
よびオープンソフト
ウェア化の流れか
ら、2020 年までに商
用サービス開始が
見込まれる。 

●日本は現在、新世代
ネットワークの技術
開発において世界
先端を走っており、
その優位性保持の
ために本技術を確
立することは重要。

●ネットワークインフ
ラの基礎技術であ
り、本技術の有用
性・将来性・サービ
ス展開の可能性が
一般に認識されは
じめる段階までの
国策による推進が
必要。 

●本技術により、
より自然で使い
やすいネットワ
ークサービスを
実 現 可 能 で あ
り、現在は ICT
の浸透していな
い領域への普
及 に よ る 社 会
の効率化、ネッ
トワーク制御ソ
フト産業等の新
雇用創出、ディ
ジタルデバイド
の 解 消 等 に よ
る 生 活 の 質 の
向上（底上げ）
等が期待。 

●アドレスに基づく通
信方式から、データ
種別・コンテンツ内
容に相当するサービ
スに基づく通信方式
への変革が必須。 

 

 

24



【伝送から表現（ビッグデータ）】 
 

基本機能 
ＩＣＴ重点化の評価軸 

備考 

技術側の視点からの評価軸 ニーズ側への貢献の視点からの評価軸 

 
技術 
領域 

①革新性 
（信頼性、省ｴﾈ性、
先端性等のインパ
クト） 

②基盤性 
（複数サービ
ス・システム
のコア技術） 

③実現性 
（２０２０年頃まで
の実現性） 

④国際競争力強化方策
の妥当性 

⑤ 官 民 の 役 割 分
担、連携の妥当性 

⑥社会的課題解決の貢献度 ⑦イノベーションの実現の視
点から支援・普及の課題の明
確化 

伝
送
か
ら
表
現 

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ 

●極めて大量のデ
ータ を高 速で 収
集 ・ 解 析 し 、 社
会 ・ 経 済 の 問 題
解決を図ったり、
利用者個々のニ
ーズに即したサ
ービスの提供、業
務 運 営 の 効 率
化、新産業の創
出等が可能にな
ると期待される。

●ビッグデー
タ に よ り 、
変 化 の 察
知 や 動 向
予 測 等 の
汎 用 性 の
高 い 解 析
が 可 能 に
な り 、 医
療、行政、
小 売 、 製
造、位置情
報、交通等
の 幅 広 い
分 野 の サ
ー ビ ス ・ シ
ステムのプ
ラ ッ ト フ ォ
ームとして
利用される
と考えられ
る。 

●ビッグデータの
実現までのロー
ドマップとして、
民 間 調 査 会 社
の予測では、当
面 は 構 造 化 デ
ータの分析が中
心であるが、数
年後頃までに非
構造化データの
利用が可能。 

●2020年頃までに
は様々なデータ
の 統 合 的 な 利
用が進むとの見
方が主流。 

●ビッグデータでは、我
が国の得意とするワイ
ヤレス技術やセンサー
技術の活用が重要。 

●今後、通信プロトコル、
セキュリティ対策、デ
ータ構造等の研究開
発が進むことで、得意
技術の更なる向上が
期待される。  

●協調領域である
通信プロトコル、
セ キ ュ リ テ ィ 対
策、データ構造
等については、
国 が 、 各 業 種 ・
利用分野間の調
整を行いつつ、
最適な方式とな
るよう に合意 を
形成し、研究開
発及び通信規格
の標準化を行う
こ と で 、 技 術 の
普及が進み利活
用の進展につな
がると考えられ
る。 

●また、国際標準
化作業には大き
なリスクがあり、
民間だけでの取
り組みは極めて
困難であり、国
の関与が必要。 

●系横断的なデータ活用や迅速
なフィードバックにより、社会
的課題の解決や経済規模の
拡大が期待される。 

●今後、少なくとも１０兆円規模
の付加価値創出及び１２～１
５兆円規模の社会的コスト削
減の効果があるとの試算もあ
る。 

●ビッグデータの実用化には、
データの伝送を担う通信事
業者が重要な役割を果たす
プレイヤーとして明確。 

●官民のデータのオープン
化、セキュリティ対策やプラ
イバシー確保の技術開発や
制度整備、ビッグデータに関
する人材育成等の課題が抽
出され、対応が検討されて
いる。 

●最先端研究
開発支援プ
ロ グ ラ ム
（FIRST プロ
グ ラ ム ）
（H21.9.4 総
合科学技術
会 議 決 定 ）
に お い て 、
「 超 巨 大 デ
ー タ ベ ー ス
時代に向け
た最高速デ
ー タ ベ ー ス
エ ン ジ ン の
開発と当該
エ ン ジ ン を
核 と す る 戦
略的社会サ
ービスの実
証・評価」を
30 課題の一
つ と し て 位
置付け。 
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●低コストでビッグ
データをリアルタ
イムにストリーム
処理するための
技術、低消費電
力型のセンサー
ネットワークを制
御する技術、IT リ
ソースを最適にコ
ントロールする技
術の開発等を通
じて、分野・業種
間の枠を超えて
ビッグデータを最
大限有効に活用
できる。 

● ク ラ ウ ド コ
ンピューテ
ィング技術
は、IT 業界
の み な ら
ず、様々な
産 業 分 野
へ の 積 極
的 な 利 活
用 が 期 待
されている
分野。 

●また、 ビッ
グデータの
処 理 に 当
たっては、
そ れ ぞ れ
の 適 用 局
面で求めら
れ る 性 能
は、そのデ
ータの種類
やビジネス
モ デ ル に
大きく左右
されること
から、分野
横 断 的 な
使 用 を 想
定するとス
ケーラビリ
ティや技術
のオープン
化による可
変 性 を 考
慮すること
が必要。 

●クラウドコンピュ
ーティングを活
用した新サービ
スの創造やグロ
ーバルマーケッ
ト の 獲 得 は 、
2020 年までに
累計 40 兆円超
の 新 市 場 創 出
につながるもの
と期待される中
で、クラウドコン
ピューティング
を通じた新産業
創 出 の た め の
研 究 は 欧 米 等
で既に開始。 

●例えば、ビッグ
データのリアル
タイム分析につ
いては、欧米で
研究が開始され
ているものの、
小 規 模 検 索 に
特化した活動と
なっている。リア
ル タ イ ム で か
つ、高度な分析
をビッグデータ
に関して行う技
術開発は、これ
からの競争領域
となると考えら
れる。 

●クラウドコンピューティ
ングを活用した新サー
ビスの創造やグロー
バルマーケットの獲得
は、2020 年までに累
計 40 兆円超の新市場
創出につながるものと
期待される中で、クラ
ウドコンピューティング
を通じた新産業創出
のための研究は欧米
等で既に開始。 

●例えば、ビッグデータ
のリアルタイム分析に
ついては、欧米で研究
が開始されているもの
の、小規模検索に特
化した活動となってい
る。リアルタイムでか
つ、高度な分析をビッ
グデータに関して行う
技術開発は、これから
の競争領域となると考
えられる。 

●社会のインフラを
構成するもので
あり、すべての
産業の革新のた
めのプラットフォ
ームとなるもの
であるため、単
一の事業者が実
現することは困
難。 

●国が実施するこ
とで、各企業や
研究機関、大学
等と連携して取
り組むことが必
要。 

●クラウドコンピューティングを
活用した新サービスの創造や
グローバルマーケットの獲得
は、2020 年までに累計 40 兆
円超の新市場創出につなが
るものと期待される。 

●多様なクラウドサービスを創
出し、ひいてはクラウド産業の
活性化に資する基盤技術は、
そうした今後の経済効果をも
たらす上で、必要不可欠。 

●特に、従来型のデジタルコン
テンツだけでなく実世界のあら
ゆる情報がリアルタイムにデ
ジタル化され、ネットワークを
通じて広く流通する中で、大
量の情報の収集・分析・活用
を可能にする技術をクラウド
基盤で提供することによって、
従来の技術を前提としては解
決が困難であった社会課題の
解決に貢献することが可能。

●具体的には、既に先駆的な取
組が始まっているスマートグリ
ッドの他、今後ネットワーク化
の進展が見込まれる自動車
やロボット分野、大量の情報
のデジタル化が求められる医
療・健康分野や農業分野など
において、ビッグデータを最大
限有効に活用することによっ
て、新たなビジネス創出の大
きな可能性が見込まれてい
る。 

●現状はビッグデータから新
たな知見を得るには、情報
を収集・解析するための高
価なインフラ設備や卓越し
たプログラミングスキルが求
められる状況であり、幅広
い主体がその恩恵を受ける
ことは困難な状況。 

●分野・業種間の枠を超えて
ビッグデータを最大限有効
に活用するには、安価かつ
容易にビッグデータを活用
できる環境の整備が必要。

●クラウドコンピューティングの
更なる大規模化の実現に向
けて、IT リソースを最適にコ
ントロールする仮想化技術
の開発によって、IT インフラ
を統合的にかつ簡便に管
理・運用するためのプラット
フォームが必要。 
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●これまで活用するこ

とができなかったビ

ッグデータを利活用

する新技術を開発

することにより、多

数な要素の絡み合

う複雑な自然・社会

現象や低頻度現象

の解析・解明を促

進するとともに、既

存の情報システム

のサービス性の大

幅な向上が期待。

●ビッグデータの多種

多様な組み合わせ

による様々な試行

が可能となり、ニー

ズの顕在化、パフォ

ーマンスの向上の

実現が期待。 

●ビッグデータ

処理の各段

階（データ収

集、蓄積・構

造化、分析・

処 理 、 可 視

化）における

基 盤 技 術 を

確立すること

で、ライフサ

イエンス、地

球 観 測 等

様々な分野

で 活 用 す る

こ と が で き

る 、 複 数 の

分 野 の コ ア

技術となりう

る。 

●以下のようなオー

ルジャパン体制で

取組を推進するこ

とで、２０２０年ま

でにイノベーション

の創出が期待でき

る。 

・ビッグデータの活用

に関するアドホッ

クグループ」を設

置し、ネットワーク

側 の 検 討 を 進 め

情報通信インフラ

の構築を進めてい

る「総務省」 

・「アカデミッククラウ

ド に 関 す る 検 討

会」を設置し、デー

タ ベ ー ス 等 の 連

携、システム環境

の構築、データ科

学の高度化等に

ついて、総務省が

構築する当該イン

フラを用いて連携

して技術開発を行

う「文科省」 

・「産業構造審議会

情報経済分科会」

等で議論を行い、

主に産業競争力

ビジネス創出の視

点から取組を進め

る「経産省」 

・内閣官房ＩＴ室や、

関係機関、民間企

業等、 

●我が国は、データマイニン

グ、映像・画像処理など

の領域において世界的に

高い研究水準を保持。 

●大規模データの活用技術

についても、Web 情報の

活用等の場面において培

ってきた技術の蓄積があ

る。 

●ビッグデータの利活用に

おいて、これらの強みが

幅広い分野・領域に展開

されることで、我が国の科

学技術の共通基盤の強

化や新産業・新サービス

の創出による産業競争力

の強化につながる。 

●海外では、米国が平成 24

年 3 月に Big Data イニシ

アチブを発表、このイニシ

アチブには 6 機関が総額

2 億ドル（約 185 億円相

当）を投資し、ビッグデー

タを多方面に活用するた

めの研究開発を開始した

●欧州、アジアにおいても、

ビッグデータに対する研

究投資が行われており、

今後、激しい国際競争が

予想される。 

●本年６月には、平野文部

科 学 大 臣 と ス レ ッ シ ュ

NSF 長官の会談におい

て、災害及びビッグデータ

に係る研究協力について

合意するなど、戦略的に

国際協力も進める必要が

ある。 

●我が国の強みを生かし、

戦略的に研究開発や環

境構築を進める必要があ

る。 

●研究開発を進める

にあたり、エビデン

スに基づく課題解

決に必須な信頼で

きるオープンなデ

ータがないことが課

題だが、国は、ライ

フ サ イ エ ン ス 、 地

震・防災、宇宙等、

信頼できる膨大な

科学的データを保

有しており、そのデ

ータを用いて研究

開発を進めること

により、ビッグデー

タに関する共通基

盤技術を確立する

ことが可能。 

●国が研究開発した

ビッグデータに関す

る 共 通 基 盤 技 術

を、民間企業が共

通基盤ソフトウェア

等として活用するこ

とにより、産業競争

力の向上が期待で

きる。 

●論文、実験・シミュレーションデー

タ、観測データ等の高度利用や社

会科学・人文科学等を含む複数の

分野が連携した融合領域のイノベ

ーション創出の加速、ナノテク・材

料分野における新機能材料の効

率的な探索、ライフサイエンス・臨

床医学分野等におけるオーダーメ

ード医療や早期診断・効果的治療

法の確立等へ大きく貢献 

●先進的なビッグデータ活用の成果

が社会へ広く還元・認知されること

により、さらなるデータの蓄積、共

有、活用の進展というイノベーショ

ンサイクルを実現 

●新産業・サービスの創出や生活、

文化、社会の発展。 

●研究開発を通じて、諸外国と比べ

日本には非常に少ない、「データ

サイエンティスト」を育成。 

●諸外国に関する民間調査機関に

よる試算等を前提とした場合の日

本における効果として、データの

利用事業 者及びその支援事業

者からなるビッグデータの活用に

関する市場においては、今後、少

なくとも１０兆円規模 の付加価値

創出及び１２～１５兆円規模の社

会的コスト削減の効果があると考

えられる。 

●デジタル情報は、2020 年までに

は約 35 ゼタバイト（2010 年時の

約 35 倍、DVD メディア約 140 億

枚）へ拡大する見込みである

が、その多くが整理・構造化され

ておらず、有効に活用できてい

ないという課題がある。 

●例えば、ライフサイエンス分野に

おいては次世代シーケンサーの

高性能化により、大量の科学的

データが得られることになるが、

大量データを活用して研究開発

を進めるための情報分野からの

さらなる対応が必須。その他科

学技術分野でも同様の課題が

あると思われる。 

●大量の科学的データに関し、我

が国が研究開発を進めるべき

事項を早急に整理し、分野間連

携、国際連携、人材育成を図り

つつ、産業化につなげることも

視野に入れて、戦略的に研究開

発や環境構築に取組む必要が

ある。 

●その際には多様かつ大規模な

科学的データの共有化を促進

する観点から、全国の大学等の

研究者が、科学的あるいは社会

的意義のある研究成果を適宜

適切に得ることのできる「アカデ

ミッククラウド環境」のあり方を

検討する必要がある。 

●データ科学技術の高度化に資

する戦略的な研究開発や環境

構築を通じ、ビッグデータを体系

化・構造化することにより、我が

国発の科学技術イノベーション

の創出が強く期待できる。 
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     ●地球規模で複雑化する社会
問題に対して、前提条件その
ものを絶えず問い直しつつ、
実世界のビッグデータを取り
込んだ大規模シミュレーション
とモデリングは、科学的根拠
に基づいて、重要な判断指針
を国民（市民）へ提供する。こ
れは中長期で見て、世界や日
本に与える経済的・社会的効
果（財政・雇用など）や自然環
境（健康など）への影響は計り
知れない。 

●大量データ処理とリアルタイ
ムサービスを両立させるた
めに、新たなアルゴリズム
がブレークスルーになる。そ
の確立のためには、国際連
携にもとづいたデータ収集
及び検証実験が鍵となる。
行政・法制度などの政府支
援は不可欠である。 

 

 

28




